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「税制改正に関するアンケート調査」の実施について 

 

 令和９年度税制改正に関する提言事項の策定にあたり、アンケート調査を実施致しま

す。つきましては、下記の要領にてアンケートを実施、回収して下さいますようお願い

申し上げます。 

昨年は、約１３,０００名の方にアンケートのご協力をいただきました。本年もでき

る限り多くの方にアンケートのご協力をいただきたく存じておりますので、お取り計

らいの程、宜しくお願い申し上げます。 
 

記 

 
１ アンケート実施要領 

１．送付資料および送付部数 

(1) 送付資料 

 ・設問用紙 

・マークシート回答用紙 

 

(2) 送付部数 

  ・県 連  １部（参考用） 

  ・単位会 ３０部 

 

２．アンケート対象者 

   税制アンケートの回答結果は、提言活動に際して非常に有効な要望根拠ともなる

ことから、税制委員（必須）に限らず、会の実情に応じて、単位会役員や一般会員

に対しての実施についてもご配慮ください。 

  ※ 「法人会アンケート調査システム」登録者にも回答をお願いすることとしてお

ります（３月２７日配信予定）。 

別紙３ 



３．アンケートの回収 

(1) 各単位会で回答用紙を取りまとめ、直接、全法連まで送付して下さい。 

(2) 回収したアンケートの集計作業は不要です。 

(3) 回答用紙はマークシート方式（機械による自動読み取りを行う）を採用していま

す。用紙に折り目がつく等は問題ありませんが、ＦＡＸによる回答用紙の回収にあ

たっては、縮小機能を使用した送信は行わないようご案内願います。 

 

４．提出期限 

  令和８年４月２４日（金） 

 ＊県連への結果報告（下記５参照）のため一旦締め切らせていただきますが、５月

１５日（金）到着分までは集計作業を行います。追加の回答がございましたらご

送付下さい。 

 

５．アンケート結果の県連への報告 

県連ごとのアンケート結果については、全法連で集計の上、５月上～中旬に県連 

に報告いたします。 

 

６．アンケートのデータ提供 

  アンケートの設問および回答用紙のデータファイルは、統合プラットフォーム「全 

法連公開文書」－「税制資料」－「税制アンケート」に掲載しています。 

回答用紙は「提出先法人会」と「提出期限」欄のみ、ワードでの編集ができるよう 

にしておりますので、アンケート用紙を印字する際にご活用下さい。 

 

７．簡易版アンケートの提供 

(1) 一般会員を対象に広くアンケートを実施できるよう「簡易版アンケート」（今回

お届けしたアンケートから６問を抜粋）を用意致しましたので、各会で自由にご利

用いただき、回収した回答用紙は全法連にお送り下さい（全法連で集計致します）。 

(2) 「簡易版」はデータでの提供となります。設問および回答用紙は上記６と同様に

「全法連公開文書」よりダウンロードして下さい。 

(3) 簡易版の取り扱いについては、県連要望を取りまとめる際の参考として使用して

いただくこととしており、全法連のアンケート結果には簡易版を反映しない旨、ご

承知置き下さい。 

 

 

 



２ 令和９年度税制改正提言策定の日程予定 

 

 

３月上旬    ：令和９年度税制改正に関するアンケート実施依頼 

          

４月２４日（金）：税制アンケート締切≪一次集計用≫ 

 

５月上～中旬  ：アンケート集計結果を各県連へ随時報告 

 

５月１５日（金）：税制アンケート最終締切≪全法連必着≫ 

 

６月１９日（金）：県連要望事項の提出締切 

 

７月２８日（火） ：第１回税制委員会で下記事項の報告、審議 

・税制常任委員会審議結果報告 

          ・アンケート結果 

                   ・県連要望事項 

 

８月下旬     ：起草検討会で提言事項の原案を作成 

 

９月 ２日（水）：第２回税制委員会で提言案を審議、決定 

 

９月１８日（金）：理事会で「令和９年度税制改正に関する提言」を決定 

 

（注）税制常任委員会における検討テーマの審議は４月～７月に実施。 


